別記様式第２号（第６条関係）
事業者（構成員）の概要調書
	事業者名
	

	代表者名
	

	本社所在地
	

	設立年月日
	　　　　  　年　　　月　　　日

	資本金の額
	　　　　　　　　　　　　　　円

	従業員数
	　　　　　　　　　　　　　　名　（令和　　年　　月　　日現在）

	設立目的
	

	会社の沿革
	

	本業務の推進体制

	業務の担当
事業所
	所在地
	

	
	支店等名
	

	業務責任者
	職氏名
	
	実務経験年数
	　　　年

	
	資格等
	
	担当予定業務
	

	
	兼務する他の業務の件数
	　　　　　　　　　　　　件

	業務担当者１
	職氏名
	
	実務経験年数
	　　　年

	
	資格等
	
	担当予定業務
	

	
	兼務する他の業務の件数
	　　　　　　　　　　　　件

	業務担当者２
	職氏名
	
	実務経験年数
	　　年

	
	資格等
	
	担当予定業務
	

	
	兼務する他の業務の件数
	　　　　　　　　　　　　件

	業務担当者３
	職氏名
	
	実務経験年数
	　　　年

	
	資格等
	
	担当予定業務
	

	
	兼務する他の業務の件数
	　　　　　　　　　　　　件

	業務担当者４
	職氏名
	
	実務経験年数
	　　　年

	
	資格等
	
	担当予定業務
	

	
	兼務する他の業務の件数
	　　　　　　　　　　　　件

	業務担当者５
	職氏名
	
	実務経験年数
	　　　年

	
	資格等
	
	担当予定業務
	

	
	兼務する他の業務の件数
	　　　　　　　　　　　　件



＜別記様式第２号（第６条関係） つづき＞
	地方公共団体での本業務に類似する業務の受託実績
（過去１０年以内・比較的新しい業務の順に記載すること）

	業務名
	受託期間
	業務の依頼先（地方公共団体名）及び内容

	
	
	依頼先：


	
	
	依頼先：


	
	
	依頼先：


	
	
	依頼先：


	
	
	依頼先：


	業務責任者、業務担当者の類似業務従事状況

	区分
	類似業務名、担当業務、従事時期

	業務責任者
	

	業務担当者１
	

	業務担当者２
	

	業務担当者３
	

	業務担当者４
	

	業務担当者５
	



（留意事項）
※　業務責任者及び業務担当者の「実務経験年数」については、本業務に類似する業務に従事した経験年数を、「兼務する他の業務の件数」については、本業務の委託期間中に、受託し担当する他の業務（調査・分析に係る業務）の件数を記入すること。ない場合は「専任」と記入すること。
※　「地方公共団体での類似する業務の受託実績」については、過去１０年以内に地方公共団体から受託した業務で、次世代育成支援対策推進行動計画等の子ども・子育てに関する調査・分析等を、比較的新しいものから順番に記入すること。
※　連合体の場合は、構成員毎に別葉とすること。
※　欄が不足する場合は適宜追加し、記入すること。
